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        飯能市建設工事請負契約に係る入札に関する工事説明実施要領 

                                       （平成１３年３月１６日決裁） 

 

１ 趣 旨 

  この要領は、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２０条第３項及び

飯能市契約規則（平成１２年規則第１号。以下「規則」という。）第７条の

規定によって行う建設工事請負契約に係る入札に関する説明（以下「工事説

明」という。）の実施について、法令に定めるもののほか必要な事項を定め

るものとする。  

 

２ 工事説明の実施 

（１） 工事説明は、入札参加者に対して具体的な内容を提示して熟知させる

とともに、法令遵守の徹底を図るために実施する。 

（２） 工事説明は、入札参加者を一堂に集めて工事説明会を開催して説明す

る方法又はそれぞれの入札参加者に必要な資料を配布する方法（以下「資

料配布」という。）によるものとする。 

 

３ 対象工事 

  工事説明を行う工事は、建設業法第２条第１項で規定する工事とする。 

 

４ 工事説明の実施方法 

（１） 工事説明会は、工事担当課長、工事担当者、設計担当者、契約担当課

長、契約担当者等が出席し、別記１「工事説明会」を参照のうえ、工事

の概要、現場及び周辺の状況、工事施工上の諸条件、入札日時、入札及

び契約に関する条件等について説明する。 

（２） 資料配布による説明は、契約担当課でそれぞれの入札参加者に資料を

配布し、必要事項を説明することによって行う。 

（３） 工事説明においては、次に掲げる図書を必要部数用意し、すべての入

札参加者に配布する。 
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  ① 指名及び入札通知書（標準様式１） 

  ② 入札書（標準様式２－１・－２） 

  ③ 見積書（標準様式３－１・－２） 

    ④ 委任状（標準様式４－１・－２） 

  ⑤ 入札方法等について（別記２） 

  ⑥ 入札参加時における注意事項（別記３） 

  ⑦ 工事説明書（標準様式５） 

  ⑧ 仕様書 

  ⑨ 図面 

  ⑩ その他工事説明、入札、契約及び工事施工に関し必要と認める図書 

 

５ 工事説明書 

  工事説明書は、工事名、工事場所、工事概要、工期、かし担保その他の保

証、支払条件、質問の受付、担当者を明記するほか、別記４「工事説明書特

記事項」を参考として入札条件及び施工条件を明示する。 

 

６ 追加工事の説明 

  入札に付す工事について、その請負者に別途追加工事を随意契約によって

発注しようとする場合は、入札に付す工事の説明において、その旨及び追加

工事の概要を説明するものとする。 

 

７ 一抜け方式の説明 

  ２件の工事を同一指名業者によって順次入札する場合において、最初の入

札で落札した者については次の入札に係る指名はなかったものとするいわゆ

る一抜け方式を採用する場合は、当該工事説明においてその旨を説明するも

のとする。 

 

８ 質問に対する回答の周知 

  入札参加者からの質問及び回答については、必要に応じて入札前にすべて
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の入札参加者に周知する。 

 

９ 工事説明書等の回収 

  入札参加者に配布した工事説明書、仕様書、図面等については、入札前に

回収する。 

 

１０ 見積期間の設定 

（１）工事説明から入札までの見積期間については、規則第７条の規定に反

しないように定めなければならない。 

（２） 見積期間を算定する場合においては、原則として、１月１日から同月

３日まで及び１２月２９日から同月３１日までの日数は除外する。 

  

１１ その他 

  この要領に定めのない事項については、その都度市長が定める。 

 

 

   附 則 

 この要領は、平成１３年４月１日以後に締結する契約に係る工事説明から適

用する。 

   附 則（平成１４年２月１日決裁） 

 この要領は、平成１４年４月１日以後に締結する契約に係る工事説明から適

用する。 

   附 則（平成１４年３月２０日決裁） 

 この要領は、平成１４年４月１日以後に締結する契約に係る工事説明から適

用する。 

   附 則（平成１６年３月１０日決裁） 

 この要領は、平成１６年４月１日以後に締結する契約に係る工事説明から適

用する。 

附 則（平成１９年３月１日決裁） 
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 この要領は、平成１９年４月１日以後に締結する契約に係る工事説明から適

用する。 

附 則（平成２０年２月２６日決裁） 

 この要領は、平成２０年７月１日以後に締結する契約に係る工事説明から適

用する。 

附 則（平成２１年４月３０日決裁） 

 この要領は、平成２１年５月１日以後に締結する契約に係る工事説明から適

用する。 

附 則（平成２２年８月６日決裁） 

 この要領は、平成２２年９月１日以後に締結する契約に係る工事説明から適

用する。 

附 則（平成２４年１月１０日決裁） 

 この要領は、平成２４年２月１日以後に締結する契約に係る工事説明から適

用する。 

附 則（平成２４年３月６日決裁） 

 この要領は、平成２４年４月１日以後に締結する契約に係る工事説明から適

用する。 

附 則（平成２５年２月２０日決裁） 

 この要領は、平成２５年４月１日以後に締結する契約に係る工事説明から適

用する。 

附 則（平成２５年７月１日決裁） 

 この要領は、平成２５年７月４日以後に公告又は指名通知を行う契約に係る

工事説明から適用する。 

附 則（平成２６年１月６日決裁） 

 この要領は、平成２６年４月１日以後に公告又は指名通知を行う契約に係る

工事説明から適用する。 

附 則（平成２８年３月１８日決裁） 

 この要領は、平成２８年４月１日以後に公告又は指名通知を行う契約に係る

工事説明から適用する。 
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附 則（平成２８年４月２５日決裁） 

 この要領は、平成２８年５月１日以後に公告又は指名通知を行う契約に係る

工事説明から適用する。 

附 則（平成２８年５月３１日決裁） 

 この要領は、平成２８年６月１日以後に公告又は指名通知を行う契約に係る

工事説明から適用する。 

附 則（平成２９年５月３０日決裁） 

 この要領は、平成２９年６月１日以後に公告又は指名通知を行う契約に係る

工事説明から適用する。 

附 則（令和２年２月１８日決裁） 

 この要領は、令和２年４月１日以後に締結する契約に係る工事説明から適用

する。 

附 則（令和３年３月２６日決裁） 

 この要領は、令和３年４月１日以後に締結する契約に係る工事説明から適用

する。 
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（別記１）           工  事  説   明   会 

 

日 時      年  月  日（  ） 午前・午後  時  分から 

場 所  飯能市役所 ２階入札室（              ） 

件 名                           

担当課                           

 

（次 第） 

１ 開 会 

２ 出席者の確認 

３ 入札通知書及び仕様書、図面その他の資料を配布 

４ 配布資料の確認 

   入札通知書 １部、入札書 １部、見積書 １部、委任状 １部、入札方法等につい

て １部、入札参加時における注意事項 １部、工事説明書 １部、仕様書 １部、図

面 １部、その他（                      ）１部 

５ 入札の日時及び場所 

    ・    年  月  日（ ）  午前・午後  時  分 

    ・飯能市役所 ２階入札室（                          ） 

６  入札の回数 

 ① 予定価格を事前公表する場合 

      入札回数は１回とする。予定価格に達しない場合は、入札を閉鎖する。なお、

工事説明書に積算内訳書を提出する旨の記載がある案件については、入札の際、

入札価格の積算内訳書を提出すること。 

 ② 予定価格の事前公表をしない場合 

   入札は、２回まで行う。それでも予定価格に達しない場合は、入札を閉鎖し、

入札金額の低い方からの２者による見積りによって随意契約をする。なお、工事

説明書に積算内訳書を提出する旨の記載がある案件については、入札の際、入札

価格の積算内訳書を提出すること、落札者は、契約締結後１４日以内に請負代金

内訳書を提出すること。 
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７  入札の方法 

  入札金額の記入上の注意、委任状の提出、入札の無効等については、別紙「入札

方法等について」と「入札参加時における注意事項」を参照すること。 

８ 契約期間 

    入札日の翌日の  月  日から   年  月  日までとする。 

９ 入札保証金 

  入札保証金は、免除する。 

１０ 契約保証金 

    契約金額が５００万円以上のものについては、契約金額の１０分の１に相当する

額を契約保証金とする。この場合においては、契約保証金に見合う履行保証保険に

加入してもらうことになる。 

１１ 最低制限価格、調査基準価格及び失格基準価格 

  ①  最低制限価格を設ける場合 

   設計額の算出の基礎となった直接工事費の９７％、共通仮設費の９０％、現場

管理費の９０％、一般管理費等の５５％を加えた額で、予定価格（税抜き）の１

０分の７を乗じて得た額から１０分の９を乗じて得た額の範囲内において定め

ている。なお、最低制限価格未満の入札金額をもって入札した者は失格とする。 

  ② 調査基準価格を設ける場合 

      設計額の算出の基礎となった直接工事費の９７％、共通仮設費の９０％、現場

管費の９０％、一般管理費の５５％を加えた額で、予定価格（税抜き）の１０分

の７．５を乗じて得た額から１０分の９．２を乗じて得た額の範囲内において定

めている。調査基準価格未満の入札金額をもって入札した者がある場合は、当該

基準価格未満の入札者を調査するため、その入札を保留し、後日落札者を決定し、

各社に通知する。この場合においては、基準価格未満の入札者は、市が行う事後

の事情聴取に協力することとするが、必ずしも落札者とならない場合がある。 

 ③ 失格基準価格を設ける場合 

   設計額の算出の基礎となった直接工事費の７５％、共通仮設費の７５％、現場

管理費の７５％、一般管理費等の５０％を加えた額の千円未満を切り捨てた額に、

１００分の１１０を乗じて得た額を失格基準価格として定めている。なお、失格

基準価格未満の入札金額をもって入札した者は失格とする。 

  ④ 最低制限価格、調査基準価格及び失格基準価格を設けない場合 
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      最低制限価格、調査基準価格及び失格基準価格は、設けていない。 

１２ 調査基準価格未満の入札金額をもって契約した工事については、飯能市建設工

事請負約款第１０条に規定する現場代理人と主任（監理）技術者の兼任を認めない。 

１３ 調査基準価格未満の入札金額をもって入札した者は、第11項に定める調査を辞

退することができる。この場合においては、辞退した者は失格となるが、不利益な

取扱はしない。 

１４ 工事内容の説明  

    ・工事説明書、仕様書、図面等の説明 

  ・予定価格を事前公表する場合は、工事説明書を参照する旨の説明 

    ・現場は必要に応じて各社で確認すること。 

１５ 全般にわたっての質問 

    入札、契約、工事内容その他全般にわたって、その場で質問を受け付ける。また、

入札日の前日まで質問を受け付ける旨を話す。 

１６ 閉 会 

    工事説明会を終了してよいか確認し、閉会する。 
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（別記２）                                                 （工 事 用） 

入 札 方 法 等 に つ い て 

 

  入札参加者の皆様へ 

 

                                                飯 能 市 長   

 

 

 入札に参加されるに当たっては、下記の記載事項に留意のうえご参加ください。 

 

記 

１ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に

相当する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てた金額）をもって落札価格としますので、入札者は消費税に係る課税事

者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の 

１００に相当する金額を入札書に記載してください。 

２ 契約保証金を納付すべきこととなった場合は、契約金額の１０分の１に相当する

額を契約保証金とし、その契約保証金に見合う履行保証保険に加入していただくこ

とになります。 

３ 免税事業者が落札者となった場合は、免税事業者届出書を提出してください。 

４ 入札に当たっては、別紙「入札の心得」を熟読のうえ遺漏のないようご留意くだ

さい。 
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飯 能 市 入 札 の 心 得 

 

１ 入札者は、飯能市契約規則、飯能市建設工事請負契約約款、工事説明書、飯能市

建設工事一般仕様書、工事仕様書、特記仕様書、図面、飯能市入札の心得、その他

工事説明会等における配布資料及び入札通知書記載事項並びに現場を熟知のうえ、

入札してください。 

 

２ 入札書は、本市が指定する様式を用い、必要事項を記入のうえ、入札者の住所、

会社名、代表者名を記入し、代表者の印を押印してください。なお、代理人が入札

するときは、代表者名の下にその代理人の記名・押印をしてください。 

 

３ 入札書は、封筒に入れて入札してください。封筒には工事名及び工事場所並びに

入札者の住所及び氏名を記載し、指定の時間に入札してください。 

 

４ 代理人をもって入札するときは、当該入札に関する一切の権限を委任する旨を記

載した委任状を入札前に提出してください。委任状は本市が指定する様式を用い、

必要事項の記入、代理人の記名及び押印、入札者の住所、会社名及び代表者名を記

入し、代表者印を押印してください。提出された委任状の内容に不備がある場合は

入札に参加できません。なお、この場合には入札参加辞退届を提出していただきま

す。 

 

５ 工事説明書により、入札の際に入札価格の積算内訳書を提出することを求めてい

る案件については、提出された当該内訳書を確認した結果不備等が認められる場合、

入札者に確認し当該内訳書を提出した者の入札を無効とする場合があります。 

 

６ 工事説明書、仕様書、図面その他配布した資料等は、入札前に回収しますので、

入札当日ご持参ください。 

 

７ 次のいずれかに該当する入札は、無効とします。 

 ① 入札に参加する資格のない者がした入札 

 ② 入札者の記名・押印のない入札書による入札 
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 ③ 記入すべき事項の記入がない入札書又は記入した事項の判読ができない入札

書による入札 

 ④ 入札保証金の納付を要する入札において、これを納付しない者又は納付した 

入札保証金の額が所定の率による額に達しない者がした入札 

 ⑤ 金額を訂正した入札書による入札 

 ⑥ 記載事項（金額を除く。）の訂正、削除、挿入等をした場合において、その訂

正印のない入札書による入札 

  ⑦ 代理人で委任状を提出しない者がした入札 

  ⑧ 同一入札について入札者又はその代理人が２以上の入札をしたときは、その 

全部の入札 

  ⑨ 同一入札について入札者及びその代理人がそれぞれ入札したときは、その双方

の入札 

 ⑩ 明らかに連合によると認められる入札 

 ⑪ その他入札の条件に違反した入札 

 

８ 提出した入札書の書き替え、引き換え又は撤回をすることはできません。 

 

９ 入札金額は、錯誤のないよう特に注意してください。錯誤があった場合は、開札

後直ちに申し出てください。その場合は無効といたします。また、落札決定宣言後

は、錯誤等を理由に入札無効の申し出があっても受理しません。 

 

10 開札は、入札後直ちに入札者の面前で行います。 

 

11 入札者のうち予定価格以内で最低の価格をもって入札したものを落札者としま

す。ただし、工事に係る入札で最低制限価格又は調査基準価格等を設ける場合は、

次により落札者を決定します。 

  ① 最低制限価格を設ける場合（入札方式が総合評価落札方式以外の場合） 

   設計額の算出の基礎となった直接工事費の９７％、共通仮設費の９０％、現場

管理費の９０％、一般管理費等の５５％の合計額に１００分の１１０を乗じて得

た額で、かつ予定価格の１０分の７を乗じて得た額から１０分の９を乗じて得た

額の範囲内において定める最低制限価格に、１１０分の１００を乗じて得た額を
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下らない最低の価格をもって入札したものを落札者とします。なお、最低制限価

格に１１０分の１００を乗じて得た額未満の入札は失格となります。 

  ② 調査基準価格及び失格基準価格を設ける場合 

設計額の算出の基礎となった直接工事費の９７％、共通仮設費の９０％、現場

管理費の９０％、一般管理費等の５５％の合計額に１００分の１１０を乗じて得

た額で、かつ予定価格の１０分の７．５を乗じて得た額から１０分の９．２を乗

じて得た額の範囲内において定める調査基準価格に、１１０分の１００を乗じて

得た額未満の入札価格（以下「低入札価格」という。）をもって入札した者があ

るときは、当該低入札価格による入札者を調査するため、その入札を保留し、後

日落札者を決定し、各社に通知します。この場合においては、低入札価格による

入札者は、市が行う事後の事情聴取に協力しなければならないこととしますが、

必ずしも落札者とならない場合があります。なお、低入札価格が失格基準価格（設

計額の算出の基礎となった直接工事費の７５％、共通仮設費の７５％、現場管理

費の７５％、一般管理費等の５０％の合計額の千円未満を切り捨てた額に１００

分の１１０を乗じて得た額）に１１０分の１００を乗じて得た額未満の場合は失

格となるため調査は行いません。なお、入札等については、別紙「入札説明書」

又は「技術資料作成要領」を参照してください。 

 

12 低入札価格をもって契約した工事については、飯能市建設工事請負約款第１０条

に規定する現場代理人と主任（監理）技術者の兼任を認めません。 

 

13 低入札価格をもって入札した者は、第11項に定める調査を辞退することができま

す。この場合においては、辞退した者は失格となりますが、不利益な取扱はしませ

ん。 

 

14 落札となるべき価格の入札をした者が二人以上いたときは、直ちにくじ引きを行

って落札者を決定します。くじ引きを辞退することはできません。 

 

15 落札者から落札辞退の申し出があったときは、次位の者を落札者とすることが 

あります。 
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16 入札を行っても落札者がないときは、再度の入札を行います。再度入札は１回ま

で行います。それでも落札者がないときは、当該入札を閉鎖し、入札価格の低位二

者による見積書の提出によって随意契約をすることができます。ただし、入札前に

当該予定価格を明示する場合においては、再度入札は行わず、落札者がない場合は、

当該入札を閉鎖します。この場合において、後日改めて行う入札には、不調になっ

た入札に参加した者は参加することができない場合がありますのでご了承くださ

い。 

17 入札時刻に遅刻したものは、失格とする場合がありますので注意してください。 

 

18 入札の辞退は、入札参加資格審査結果通知書又は指名通知書の受領から入札の開

札までの間、いつでもすることができるものとし、次の方法によります。 

 ① 入札参加資格審査結果通知書又は指名通知書の受領後、入札に参加しないこと

となった場合は、必ず入札日の前日までに辞退届を提出してください。 

 ② 入札に出席して辞退をする場合は、入札書に辞退の旨を記載し入札箱に投じて

ください。 

 

19 入札者は、入札後に審査請求はできないものとします。 

 

20 入札者が連合し、又は不穏の行動をなす等の場合において、入札を公正に行う 

ことができないと認められるときは、当該入札者を入札に参加させず、又は入札を 

延期し、若しくは取り止めることがあります。 

 

21 落札者は７日以内に契約を締結してください。この期間内に契約を締結しない場

合、その落札は効力を失います。 

 

22 落札者は契約締結後１４日以内に請負代金内訳書を工事担当課へ提出してくだ

さい。 

 

23 入札及び契約については、飯能市契約規則、飯能市建設工事請負契約約款、飯能

市建設工事一般仕様書、飯能市入札の心得、その他関係法令等に基づいて行います。

契約規則、契約約款及び一般仕様書は、市政資料コーナーで閲覧できます。 
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24 入札・契約に関する書式は、市のホームページに掲載していますのでご利用くだ

さい。 

  飯能市ホームページアドレス http://www.city.hanno.lg.jp 

 

25 入札及び契約についてあらかじめ定めのない事項については、その都度定めます。 
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（別記３）     入札参加時における注意事項 

 

  入札参加者の皆様へ 

飯 能 市 長 

 入札及び工事の施工に当たっては、次の事項を遵守してください｡ 

 

１ 独占禁止法等関係法令の遵守について 

① 入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律に抵触す

る行為を行わないこと｡ 

② 受注者は、建設業法第２２条に規定する一括下請行為等に抵触する行為を行わ

ないこと｡ 

③ 事業協同組合等にあっては、中小企業等協同組合法等関係法令を遵守すること。 

２ 建設産業における生産システム合理化指針の遵守等について 

① 工事の適正な施工を確保するため、下請契約を締結しようとするときは、「建

設産業に関する生産システム合理化指針」を遵守し、下請業者の適正な選定、下

請代金支払等の適正な履行、下請における雇用管理等への指導を行い、元請・下

請関係の合理化に努めること。 

  また、特定建設業者は、建設業法第２４条の６、第４１条第２項及び第３項の

適用があることも踏まえ、下請契約の関係者保護に特に配慮すること。 

② 工事の一部を下請業者に発注しようとするときは、できる限り飯能市内の業者

のうちから選定するよう努めること｡ 

③ 下請契約を締結するときは、請負金額、工期、請負代金の支払方法等を明記し

た契約書を作成すること。第二次以下の下請契約についても同様とすること｡ 

④ 下請契約を締結したときは、下請負人通知書に下請負人との契約書等の写しを

添えて事業担当課に提出すること｡ 

⑤ 建設産業における所定労働時間については、労働基準法に基づき、全ての事業

場で週４０時間体制に全面的に移行しており、工事の施工に当たっては、建設現

場の就労の実態を踏まえ、完全週休２日制の導入や１日の労働時間を縮減するな

どの方法を通じて、週所定労働時間４０時間制への円滑な移行に努めること｡ 
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３ 建設資材納入業者との契約について 

① 建設資材納入業者との契約に当たっては、当該業者の利益を不当に害すること

のないように公正な取引をするよう努めること｡ 

② 工事材料の調達に当たっては、できる限り飯能市内の業者から選定するよう努

めること。 

４ 労働災害の防止について 

  建設労働者の確保並びにこれら労働者の健康の保持、適正な賃金の支払い等によ

る労働条件の改善に留意し、元請、下請が一体となって労働災害の防止に努めるこ

と｡ 

５ ダンプトラック等による過積載の防止について 

  工事の施工に当たり、工事資材の運搬については過積載を行わないよう、また、

過積載を行っていると認められる資材納入業者からは資材の納入を受けないなど

の必要な措置をとるよう努めること。 

６ ディーゼル車規制に適合した車両の使用について 

  工事の施工に当たり、工事現場で使用し、又は使用させる車両（資機材等の搬出

入を含む。）のうち、ディーゼル車（貨物・バス・特殊）については埼玉県生活環

境保全条例（以下「県条例」という。）に適合する車両とすること。 

７ 不正軽油使用の禁止について 

  工事現場で使用し、又は使用させる車両（資機材等の搬出入を含む。）並びに建

設機械等の燃料として、地方税法及び県条例に違反する軽油等（以下「不正軽油」

という。）を使用しないこと｡ 

  また、関係機関が使用燃料の抜取り検査を行う場合には、現場代理人がこれに立

ち会うなどの協力を行うとともに、不正軽油の使用が発見された場合には、当該燃

料納入業者を排除するなどの是正措置を講じること｡ 

８ 建設業退職金共済制度への加入等について 

 ① 建設業退職金共済制度の対象となる労働者を使用する場合には、勤労者退職金

共済機構（以下「共済機構」という。）に加入して証紙を購入し、当該労働者の

共済手帳に証紙を貼付すること｡ 

 ② １件当たりの請負金額が５００万円以上の工事請負契約を締結した場合には、

共済機構の発注者用掛金収納書を貼付した建設業退職金共済証紙購入状況報告

書を契約締結後１ヶ月以内に発注者に提出すること。また、当該工事が終了した
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ときは、対象労働者へ共済証紙を貼付した実績を建設業退職金共済証紙貼付実績

報告書により提出すること。 

 ③ 工事の一部を下請に付する場合は、下請業者に対してこの制度を説明するとと

もに、共済証紙の現物貼付又は掛金相当額を下請代金中に算入その他の方法によ

り本制度の促進に努めること。 

 ④ 下請業者の規模が小さく、本制度に関する事務処理能力が十分でない場合には、

元請業者においてできる限り下請業者の事務の受託に努めること｡ 

⑤ 工事請負契約を締結した業者は、共済機構支部から「建設業退職金共済制度適

用事業主工事現場」の標識（シール）の交付を受け、現場事務所等に掲示し対象

となる労働者への周知を図ること｡ 

９ 技術者の適正な配置について 

① １件の請負金額が３,５００万円（建築一式の場合は７,０００万円）以上の建

設工事を施工するに当たっては、元請業者は工事ごとに専任の主任技術者を配置

すること。 

② 元請業者が特定建設業者であり、請負った建設工事を施工するために契約した

下請契約に係る請負代金の額の合計が４,０００万円（建築一式の場合は６,００

０万円）以上となる場合については、主任技術者に代えて専任の監理技術者を配

置すること｡ 

 ③ 専任の監理技術者は、監理技術者資格者証の交付を受け、専任されている期間

中のいずれの日においても監理技術者講習を終了した日から５年を経過してい

ないものであること｡また、当該工事に係る職務に従事しているとき、発注者か

ら請求があった場合には、監理技術者資格者証及び監理技術者講習終了証を提示

すること。 

④ 主任技術者又は監理技術者選任の届出の際には、主任技術者又は監理技術者が

当該建設工事を施工する建設業者と直接的かつ原則として３ヶ月以上の恒常的

な雇用関係にあること｡ 

１０ 工事成績評定の実施について 

   請負金額が１３０万円以上の場合（修繕工事を除く）は工事成績評定を実施す 

  るので、請負者はあらかじめ了承の上対応すること｡ 

１１ 施工計画書の提出について 

   請負金額が１３０万円以上の建設工事の請負者は、施工計画書を事業担当課に



- 18 - 

提出すること。請負金額が１３０万円未満の場合における施工計画書の提出につ

いては、監督員の指示に従うこと｡ 

１２ 工事施工体制台帳及び施工体系図の作成等について 

建設工事の受注者は、工事を施工するために下請負契約を締結した場合、施工

体制台帳を作成し、工事現場に備えるとともに、その写しを監督員に提出するこ

と。 

また、建設工事の受注者は、工事を施工するために下請負契約を締結した場合、

施工の分担関係を表示した施工体系図を作成し、公共工事の入札及び契約の適正

化の促進に関する法律に従って工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい

場所に掲示すること。 

１３ ＣＯＲＩＮＳへの登録について 

   請負金額が５００万円以上の工事（単価契約の場合は、完成時に請負金額の総

額が５００万円以上の工事）については、工事実績情報サービス（CORINS）に基

づき受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報として、「登録のための確認のお

願い」を作成し監督員の確認を受けた上で(一財)日本建設情報総合センターに登

録するとともに、同センター発行の「登録内容確認書」の写しを監督員に提出す

ること。 

１４ 経営事項審査の義務化について 

   建設業法の規定により、一定の公共工事を発注者から直接請け負おうとする建

設業者は、経営事項審査を受けることが義務付けられており、これに伴い経営事

項審査を受けていない業者は、飯能市発注の工事を元請として請負うことができ

なくなる場合があるので、決算期ごとに経営事項審査を受け総合評定値通知書（P

点が分かるもの）の写しを発注者に提出すること｡ 

１５ 建設労働者の適切な賃金の支払について 

工事費の積算は二省協定労務単価に基づく埼玉県の積算標準単価表等により

積算している。この点に十分留意し、建設労働者の適切な賃金の支払いについて

配慮するよう努めること。 

※二省協定労務単価：農林水産省及び国土交通省が公共工事の工事費の積算に

用いるために定めた公共工事設計労務単価 

 

飯能市 総務部 契約検査課 
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（別記４）         工 事 説 明 書 特 記 事 項 

 

１ 工程関係 

  ① 他の工事の開始又は完了の時期により、当該工事の施工時期、全体工期等に影

響がある場合は、他の工事の開始又は完了の時期 

 ② 施工時期、施工時間及び施工方法が制限される場合は、特定される施工時期、

施工時間及び施工方法 

  ③ 当該工事に関係する地権者、他機関等との協議に未成立のものがある場合は、

その協議の成立見込み時期 

  ④ 着工前に地下埋設物等の事前調査を必要とする場合は、その調査期間 

 ⑤ 地下埋設物等の移設が予定されている場合は、その移設期間 

２ 用地関係 

 ① 工事用地等に未処理部分がある場合は、処理の見込み時期 

  ② 施工者に、工事用資機材等の保管及び仮置き又は桁製作等の場所が必要な場合

は、その場所、範囲、期間等 

３ 公害対策関係 

 ① 工事に伴う公害防止（騒音、振動、粉塵等）のため、施工方法、機械施設、作

業時間等に制限がある場合は、その内容 

 ② 工事の施工に伴い、第三者に電波障害等の被害を及ぼすおそれがある場合は、

家屋等の調査の方法、範囲等 

４ 安全対策関係 

 ① 交通安全施設等を指定する場合は、その内容 

 ② 鉄道、ガス、電気、電話、水道等の施設と近接する工事で、施工方法、作業時

間等に制限がある場合は、その内容 

５ 工事用道路関係 

  ① 一般道路を搬入道路として使用する場合 

    ア 工事用資機材等の搬入経路、使用期間等に制限がある場合は、その経路、期

間等 

    イ  搬入路の使用中及び使用後の処置が必要である場合は、その処置内容 

 ② 仮設道路を設置する場合 

  ア  仮設道路に関する安全施設等が必要である場合は、その内容及び期間 
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    イ  仮設道路の工事終了後の処理（存置又は撤去） 

    ウ  仮設道路の維持及び補修が必要である場合は、その内容 

 ③ 工事のため、一般道路を占用する場合は、その期間及び範囲 

６ 仮設備関係 

 ① 仮土留、仮橋、足場等の仮設物を次年度にわたり使用する場合、又は他の工事

に転用若しくは兼用する場合は、その内容及び期間 

② 仮設備の構造及びその施工方法を指定する場合は、その構造及び施工方法   

③ 仮設備の設計条件を明示する場合は、その内容 

７ 残土、産業廃棄物関係 

 ① 残土が発生する場合は、残土を処分する場所、距離、時間等の処分条件 

 ② 産業廃棄物が発生する場合は、その処理方法、処理場所等の処理条件等 

８ 工事支障物件関係 

 ① 地上、地下等に占用物件等の工事支障物件が存在する場合は、占用者との協議

に基づき、移設、撤去、防護等の方法及び時期 

  ② 地上、地下等の占用物件工事と重複して施工する場合は、その内容 

９ 排水処理関係 

 ① 濁水、湧水等の処理で特別の対策を必要とする場合は、その内容 

１０ 薬液注入関係 

 ① 薬液注入を行う場合は、その工法区分、材料種類、施工範囲、削孔数量、注入

量等 

１１ その他 

 ① 支給材料及び貸与品がある場合は、その品名、数量、品質、規格又は性能、引

渡場所、引渡時期等 

 ② 工事用電力等を指定する場合は、その内容 

  ③ 予定価格の事前公表をする場合は、当該予定価格 

 ④ その他特に記載すべき事項 
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（標準様式１）                                   文 書 番 号                       

                                                      年  月  日 

 

               様 

 

                                            飯能市長 氏     名 

 

                    指名及び入札の通知について 

 指名競争入札を下記により執行するに当たり、貴社を指名いたしましたので、希望

があれば飯能市契約規則、入札方法等について及び入札の心得に従い、飯能市建設工

事請負契約約款、工事説明書、仕様書及び図面並びに工事場所を熟知のうえ、入札し

てください。 

                                   記 

１ 工 事 名 

２ 工 事 場 所           

３ 入   札  ・日 時      年  月  日（ ） 

                   午前・午後  時  分 

         ・場 所 

４ 入札保証金   免 除 

５ 最低制限価格の設定    有  無 

６ 調査基準価格の設定  有  無 

７ 工事説明会    ・日 時        年  月  日（ ） 

                                      午前・午後  時  分 

                  ・場 所 

８ 注 意 事 項              入札金額の記入上の注意、委任状の提出、入札の無効、入札  

        の辞退、契約約款の閲覧場所、契約保証金、支払条件、工期等 

については、別紙入札方法等について、入札の心得、入札参加 

時における注意事項、工事説明書等を参照してください。 

９ 予定価格の公表    有  無 
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（標準様式２－１） 

入   札   書 

 

１．工 事 名 

 

２．工 事 場 所 

 

３．入 札 価 格   金             円 

 

４．入札保証金    

 

 

     飯能市契約規則、入札の心得、工事説明書、仕様書及び図面 

  等を承諾のうえ、現場も熟知しましたので入札いたします。 

 

 

    年  月  日     

住所 

氏名                                            印 

上記代理人            印 

 

 

 

  （あて先）飯能市長 

  



- 23 - 

（標準様式２－２） 

入   札   書 

 

１．工 事 名 

２．工 事 場 所 

３．入 札 価 格   金             円 

４．入札保証金    

    飯能市契約規則、入札の心得、工事説明書、仕様書及び図面等 

 を承諾のうえ、現場も熟知しましたので入札いたします。 

      年  月  日 

        共同企業体の名称 

    代表構成員 住所 

          氏名                 印 

    構 成 員 住所 

          氏名                 印 

    構 成 員 住所 

          氏名                 印 

            上記代理人            印 

 

 （あて先）飯能市長    
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（標準様式３－１） 

見   積   書 

 

１．工 事 名 

 

２．工 事 場 所 

 

３．見 積 価 格   金             円 

 

 

     飯能市契約規則、工事説明書、仕様書及び図面等を承諾の 

  うえ、現場も熟知しましたので見積りいたします。 

 

 

    年  月  日     

住所 

氏名                                            印 

上記代理人            印 

 

 

 

  （あて先）飯能市長 
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（標準様式３－２） 

見   積   書 

 

１．工 事 名 

２．工 事 場 所 

３．見 積 価 格   金             円 

     飯能市契約規則、工事説明書、仕様書及び図面等を承諾の 

  うえ、現場も熟知しましたので見積りいたします。 

      年  月  日 

        共同企業体の名称 

    代表構成員 住所 

          氏名                 印 

    構 成 員 住所 

          氏名                 印 

    構 成 員 住所 

          氏名                 印 

            上記代理人            印 

 

  （あて先）飯能市長                  
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（標準様式４－１） 

 

委   任   状 

 

 

私は、        印 を代理人と定め、下記の工事に 

 

係る入札（見積）に関する一切の権限を委任します。 

 

 

記 

 

 

  １ 工 事 名   

 

 

  ２ 工事場所   

 

 

   

       年   月   日 

 

 

             住  所 

 

 

             氏  名              印 

 

 

（あて先）飯能市長           
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（標準様式４－２） 

 

委   任   状 

 

私は、        印 を代理人と定め、下記の工事に 

 

係る入札（見積）に関する一切の権限を委任します。 

 

記 

 

  １ 工 事 名   

 

  ２ 工事場所   

 

       年   月   日 

 

 

     共同企業体の名称 

     代表構成員    住 所 

              氏 名              印 

 

     構 成 員    住 所 

              氏 名              印 

 

     構 成 員    住 所 

              氏 名              印 

 

 

（あて先）飯能市長           
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（標準様式５）            工   事   説   明   書 

 

１ 工 事 名 

 

２ 工 事 場 所 

 

３ 工事の概要 

 

４ 工   期          年  月  日から    年  月  日まで 

 

５ 特 記 事 項 

 

 

 

 

６ 支 払 条 件      ・前金払 

                    ・中間前金払 

                    ・部分払 

                    ・完成払 

 

７ 契約保証金 

 

８ 質問の受付     ・期  限        年  月  日（ ） 

                                      午前・午後   時まで 

 

９ 担 当 者     ・事業課名 

                    ・氏  名 

                    ・電話番号 

 


